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100.0% 100.0%

1
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2,860

指　　　　　標　　　　　値

23年度(予定値)

1

3,220

22年度(予定値）

1 1

5

2,860

2,418

 地方債

 国支出金

1,896

2,4181,896

直接事業費

基 本
指 標

【事務事業を評価する指標（ものさし）】

人  件  費
（概算）

26

　総　事　業　費  ①＋④

0.04

【指標の定義（算式等）】

【指標の定義（算式等）】

活 動
指 標

配送用コンテナ更新台数 3

【指標の定義（算式等）】
100.0% 60.0%

指　　　標　　　名

5

食缶洗浄機

配送用コンテナ

1

1

食缶洗浄機（リース） 1

成 果

指 標

配送用コンテナ更新率
％

20年度決算

 ※ 市が行った事務事業（団体補助等の場合は、その補助金による団体の活動内容）

平成21年度まで

 ※ 市が行う事務事業（団体補助等の場合は、その補助金による団体の活動内容）

【事業費の推移】

上位施策との関連
（総合計画体系）

章）

節）

豊かな心と文化をはぐくむまち

学校教育

施策） 学校給食の充実

市立小・中学校の児童、生徒及び教職員

【２ 実　施 （ドゥ）】

別紙 １

Ｈ13

事務事業名

根拠法令等

部長職名

373-2487

事務区分

〃  終了予定年度

0.04

9,000

・老朽化した設備機器類更新（保温食缶、コンテナ）、食缶洗浄機借上げ
・原材料及び加工食品の微生物検査・理化学検査

 道支出金

2,857

北広島市

 その他特財

 ② 人　数（年間）

 ③ 1人当り年間平均人件費

0.04

9,000

平成２２年度 事務事業評価調書（継続用）

 一般財源

360

9,000

2,778

0.04

9,000

360

3,217 2,256

26

 ① 合　計 2,857

 ④ ＝②×③ 360360

21年度(確定値)目標値

【１ 計　画 （プラン）】

老朽化した設備機器更新
19年度　食缶洗浄機借上１台、6学級用コンテナ更新1台
20年度　食缶洗浄機借上１台、6学級用コンテナ更新4台、保温食缶更新40個
21年度　食缶洗浄機借上１台、6学級用コンテナ更新3台、保温食缶更新22個

（単位：千円）

4701

■自治事務　　□法定受託事務 川幡博行

事務事業開始年度

整理番号 食中毒予防対策事業

目
　
　
的

22年度予算 23年度の予定21年度決算

平成22年度

意　　図 　衛生管理面で懸念される老朽化した設備機器類を整備し、徹底した中毒予防対策を実施し
安心・安全な給食を提供するため

 ※ 何をねらっているのか。対象をどのような状態にしたいのか。

手
　
　
段

対　　象
(誰､又は何を)

作成部署 教育部学校給食ｾﾝﾀｰ

課長職名 平成22年5月31日作成日折原敏宣



評点
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□

□

□ □ □ □

□ ■ □ □

□

□

□

□

□ □ □

■ □ □

拡大重点化

3

3

総 合 判 定

（方向性） 統合

・市民や社会の要求に合致しているか
・上位施策を達成するために必要な事務事業か
　（目的妥当性の度合）
・行政が関与しなければならない事務事業か
　（公共性・公益性の度合）

総 合 判 定
（ 取 組 ）

3

現在一部民間等で実施している。または市民等と協働して実施している。

　老朽化した施設設備機器類の更新は、耐用年数等を
考慮して計画的に進めていくためには有効である。

　学校給食法で、学校給食は学校設置者の責任におい
て実施されるものとされている。
　国が示す学校給食実施基準、衛生管理基準等により
施設設備は保健衛生上適切でものでなければならない
と定められいる。

【自己評価】　（事務事業担当部局による評価）

―

【４ 総合判定と今後の方向性（アクション）】

　老朽化した施設設備機器類の更新により衛生管理体
制の充実強化が図られる事から十分に効果がある。

前年度の総合判定 ―

平成21年度における評価　（現状と課題）

・成果指標値から見て､目標の達成度はどの程度か
　（達成度合）
・目的を達成するための手段(実施方法)は有効か
　（手段有効度合）

事業担当部局による評価

 【法律で実施が義務付けられている事務事業か】

　　　３　適　切　　　　　　　　２　改善の余地がある　　　　　　　　１　不適切

外部評価委員会による評価 内部評価委員会による評価【 参 考 】

【民間活力の活用性評価】

（事業担当部局が評価）

効
率
性

民間等での実施または市民等との協働の可能性はない。

民間等での実施または市民等との協働が可能である。

法律の義務付けあり

公
平
性

法律の義務付けなし

・投入した予算や人員に見合った効果が得られてい
　るか　（費用対効果の度合）
・効率的な方法で実施しているか
　（同じ経費でもっと効率的な方法はないか）

・受益者負担は適正か
・当該事業による利益が、特定の個人や団体に偏っ
て
　いないか

4701
【３ 評　価 （チェック）】

整理番号

　学校給食法で、施設設備費等は学校設置者の負担と
されている。

チ ェ ッ ク 項 目

【外部評価】 （外部評価委員会による評価

―

見直し 休止・廃止

統合 終了現状継続

　自己評価のとおり現状継続とする。

拡大重点化

終了

今後の方向性に対する意見

現状継続

見直し

休止・廃止

終了

見直し

統合

休止・廃止

民間等で実施または協働して取り組むべきである。

3

妥
当
性

評点区分

　給食の安全衛生管理を良好に維持するためには、老朽化した施設設
備機器類を計画的に更新していく必要がある。

平成23年度に向けた具体的な方向性

総 合 判 定
（方向性）

拡大重点化

【内部評価】　（内部評価委員会による評価）

平成23年度に向けた具体的な取組　（課題と解決方法等）

現状継続

有
効
性
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①

②
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①

②

③

手
　
　
段

対　　象
(誰､又は何を)

作成部署 教育部学校給食ｾﾝﾀｰ

課長職名 作成日折原敏宣

4702

22年度予算 23年度の予定21年度決算

平成22年度

意　　図 児童・生徒に自分で健康を考える力を育み、将来にわたって健康な生活が送れるように指導
していく

 ※ 何をねらっているのか。対象をどのような状態にしたいのか。

食指導の実践に要する経費（参考図書購入）
「食の課題と指導の手引き」の改訂版を作成

（単位：千円）

■自治事務　　□法定受託事務 川幡博行

事務事業開始年度

整理番号 食に関する指導の推進事業

目
　
　
的

 ① 合　計 32

 ④ ＝②×③ 00

 一般財源

 ※ 市が行った事務事業（団体補助等の場合は、その補助金による団体の活動内容）

21年度(確定値)目標値

0

9,000

32

9,000

0

32

北広島市

 その他特財

 ② 人　数（年間）

 ③ 1人当り年間平均人件費 9,000

平成２２年度 事務事業評価調書（継続用）

 道支出金

32

別紙 １

事務事業名

根拠法令等

部長職名

373-2487

事務区分

〃  終了予定年度

市内小・中学校の児童、生徒

上位施策との関連
（総合計画体系）

章）

節）

【１ 計　画 （プラン）】

豊かな心と文化をはぐくむまち

学校教育

施策）

平成21年度まで

【２ 実　施 （ドゥ）】

食指導率

学校給食の充実

20年度決算

9,000

食指導の実践に要する経費（参考図書購入）

 ※ 市が行う事務事業（団体補助等の場合は、その補助金による団体の活動内容）

【事業費の推移】

5,400

成 果

指 標

活 動
指 標

指　　　標　　　名

児童・生徒数

5,415児童・生徒数 5,400

【指標の定義（算式等）】
100.0% 100.0%

【指標の定義（算式等）】

【指標の定義（算式等）】

直接事業費

基 本
指 標

【事務事業を評価する指標（ものさし）】

人  件  費
（概算）

　総　事　業　費  ①＋④

32

 地方債

 国支出金

503

32503 32

0

指　　　　　標　　　　　値

23年度(予定値)

5,400

0

22年度(予定値）

5,415 5,375

5,375 5,400

503

100.0% 100.0%



評点

□ ■

■

□

□

□

□ □ □ □

□ ■ □ □

□

□

□

□

□ □ □

■ □ □

有
効
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見直し

統合

休止・廃止

　児童・生徒が生涯にわたって健康を維持していくためには、学校
給食を通して自分で自分の健康を考える力を育てることにあり、食
に関する指導の充実が大切である。
　食に関する指導を効果的に進めていくためには、「食の課題と指
導の手引き」に基づき食指導を継続的にしていく必要がある。

平成23年度に向けた具体的な方向性

総 合 判 定
（方向性）

現状継続

拡大重点化

【内部評価】　（内部評価委員会による評価）

平成23年度に向けた具体的な取組　（課題と解決方法等）

終了

妥
当
性

民間等で実施または協働して取り組むべきである。

3

　自己評価のとおり現状継続とする。

拡大重点化

終了

今後の方向性に対する意見

現状継続

見直し

休止・廃止

評点区分

見直し 休止・廃止

統合 終了現状継続

【外部評価】 （外部評価委員会による評価

総 合 判 定

（方向性）

　食に関する指導は、行政が推進するものであり、受
益者負担はなじまない。

チ ェ ッ ク 項 目

【３ 評　価 （チェック）】
4702

・投入した予算や人員に見合った効果が得られてい
　るか　（費用対効果の度合）
・効率的な方法で実施しているか
　（同じ経費でもっと効率的な方法はないか）

整理番号

【民間活力の活用性評価】

（事業担当部局が評価）

効
率
性

民間等での実施または市民等との協働の可能性はない。

民間等での実施または市民等との協働が可能である。

法律の義務付けあり

公
平
性

法律の義務付けなし

・受益者負担は適正か
・当該事業による利益が、特定の個人や団体に偏っ
て
　いないか

平成21年度における評価　（現状と課題）

・成果指標値から見て､目標の達成度はどの程度か
　（達成度合）
・目的を達成するための手段(実施方法)は有効か
　（手段有効度合）

事業担当部局による評価

 【法律で実施が義務付けられている事務事業か】

　　　３　適　切　　　　　　　　２　改善の余地がある　　　　　　　　１　不適切

外部評価委員会による評価 内部評価委員会による評価

統合

・市民や社会の要求に合致しているか
・上位施策を達成するために必要な事務事業か
　（目的妥当性の度合）
・行政が関与しなければならない事務事業か
　（公共性・公益性の度合）

総 合 判 定
（ 取 組 ）

【 参 考 】

　偏った栄養摂取により児童・生徒の肥満や高血圧症
など生活習慣病の若年化が社会問題となっていること
から、早い時期からの食に関する指導が大切である。
効果的に食指導をするために「食の課題と指導の手引
き」を作成し実践指導している。

　児童・生徒を対象に、学校栄養教諭、教諭が教科、
給食の時間において指導するものであり、市が実施す
べきである。

【自己評価】　（事務事業担当部局による評価）

3

現在一部民間等で実施している。または市民等と協働して実施している。

拡大重点化

3

3

【４ 総合判定と今後の方向性（アクション）】

　児童・生徒が生涯を通じて健康な生活を送るために
は一人一人が望ましい食習慣や食に関する自己管理能
力を身に付けることが必要であり、この時期の食に関
する指導は十分効果がある。

前年度の総合判定


